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1 IPBES地球規模評価報告書で示された自然の変化を引き起こす 5つの間接的要因（生産・消費パターン（production 

and consumption patterns）、人口動態（human population dynamics and trends）、貿易（trade）、技術革新
（technological innovations）、地域から世界的な規模でのガバナンス（local through global governance））に沿っ
て項目を分けた。 

参考資料１ 



 



 

生産・消費パターン 

１．経済・産業構造の変化 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 我が国の経済成長率は、高度経済成長期（1960-70 年代前半）は 10%程度、80 年代は 5%程度
であったが、90年代以降は 0～2%程度で推移している。 

 世界における GDP順位は新興国の成長による変動が見込まれている。我が国は 2050年には第
5位となり相対的に地位が低下する。 

我が国の経済成長率の推移（暦年） 

出典：PwC(2019)The Long View How will the global economic order change by 2050?より作成。 
注：MER(Market Exchange Rate)ベースの推計。 

世界各国の GDP順位 
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出典：内閣府「国民経済計算」より作成。 
注：1980年以前は 68SNA、1981-1994年は 93SNA、1995年以後は 2008SNAによる。 
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我が国の GDP（名目）の産業別割合の推移 

出典：内閣府「国民経済計算」、総務省「日本の長期統計系列」より作成。 
注：1955年と 1970年は 68SNA、1990年は 93SNA、2000年以後は 2008SNAの産業分類に
よるため厳密な比較はできない。 

工業の製造品出荷額の割合の推移 

出典：平成 29年度第 5回 2050年研究会松原宏氏講演資料（経済産業省「工業統計表」） 

 産業構造は長期的に変化しており、GDPの産業別割合は、高度経済成長期に農林水産業が著し
く減少し、その後鉱業・製造業や建設業も減少する傾向にある。 

 リーディング産業も変化しており、工業の製造品出荷額の割合は、高度経済成長期は鉄鋼・非鉄
金属等、1970 年代は化学・石油製品、1980 年代からは電気機械等、現在は輸送用機械（自動
車）が多いなど変遷している。 



 

２．情報通信・デジタル技術等の進展 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 我が国でも 1990年代後半からインターネットが急速に普及した。 
 ネットワークインフラの拡充により、我が国のトラヒック（インターネット等で送られる情報
量）も 2010年代に急増しており、今後も飛躍的な増加が見込まれている。 

我が国のインターネット普及率の推移 

出典：総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒ

ックの集計・試算」より作成。 
注：2017年に推計の情報源が 5社から 9社に増加した
ためデータが連続しない。 

我が国のブロードバンド契約者総トラヒック推移 

出典：PwC(2019)The Long View How will the global economic 
order change by 2050?より作成。 
注：MER(Market Exchange Rate)ベースの推計 

我が国の GDP（名目）の産業別割合の推移 

2030 年までのトラヒック推計（試算） 

出典：総務省「第２回将来のネットワークインフラに関する研究会資料」より引用。三菱総合研究所試算。 
 

出典：総務省「情報通信統計データベース」より作成。 



 

 

 

 

 

 

 

 

テクノロジーの今後の見通し（例） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 基盤技術の進展が社会にもたらす意味合い 

 
 
 
 

①データ収集の粒度、②解析ロジック

（AI）、③マシンパワーの向上 
⇒シミュレーション・最適化により社

会現象のコントロールが可能に 

例：交通量のコント

ロール（自動運転に

よる渋滞の解消等） 

 
 
 
 

個人のデータを大量に取得、特徴量の

抽出・測定が可能に 
⇒個々人のニーズに対応した製品・サ

ービスの提供が可能に 

例：個人と個人の行

動タイミングに特化

した広告 

 
 
 
 

ロボット技術の深化によりほぼすべ

てのサービスを人間不在で提供でき

る（自動化・省力化） 

例：無人店舗や XR・
ロボットでの各種サ

ービス提供 

 
 

 

 2040～2050年頃にかけて、5Gや IoT（Internet of Things）などの情報通信技術だけでなく、
自動運転、ロボット、AI、量子コンピューターなどの基盤技術が急速に進展すると見込まれてい
る。 

 こうした基盤技術の進展は、シミュレーション・最適化、個々のニーズへのマッチング、自動化・
省力化などを通じて、社会に大きなインパクトを与えると考えられている（第 4次産業革命）。 

出典：総務省情報通信審議会 IoT新時代の未来づくり検討委員会「未来をつかむ TECH戦
略とりまとめ（案）」より引用。 

シミュレーション、最適化が進み需給

のコントロールが容易に 

個々のニーズへのマッチングが進み、

新たな製品・サービスの創出が加速 

ロボット技術が進化し、自動化・省力

化が進む 

出典：経済産業省未来イノベーションWG「未来イノベーションWGからのメッセージ」より一部省略
して引用。 



 

３．訪日観光の増加 
 

 

 

 

 

 

 

 

訪日観光客数と国際観光客到着数の推移 

 
出典：［訪日外客数］日本政府観光局（JNTO）「日本の観光統計データ」、［訪日外客数推計］日本総研 Research Focus「拡
大が期待される訪日外国人の展望」、［国際観光客到着数］World Tourism Organization (UNWTO)“Tourism 
Highlights” “Tourism Towards 2030 Global Overview”。 

訪日外国人の延べ宿泊者数の推移         訪日観光客の訪日回数別の割合 
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出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」より作成。 

注：日本を出国する訪日外国人を対象に行った聞き取り調査

の結果であり、各調査年で標本数が異なる。 

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成。 

注：地方部は三大都市圏（埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪

府、兵庫県）以外 
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 訪日外客数は最近 10年程度で大きく増加し、2018年には 3,119万人に達しており、今後も右肩
上がりの推計である。 

 世界全体の傾向で見ても観光客数は増加傾向にあり、今後も増加が予想されている。 
 訪日外国人の延べ宿泊者数は三大都市圏だけでなく地方部でも増加傾向にある（2018年、約 3,848
万人泊）。 

 近年の訪日観光客は、約 6割がリピーターである。リピーターの約 8割を占める韓国・台湾・香
港・中国についてみると、前３カ国では訪日回数が多いほど地方を訪問する割合が高い。 



 

訪日回数別地方訪問率（観光・レジャー目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：観光庁「平成 29 年訪日外国人消費動向調査【トピックス分析】訪日外国人

旅行者の訪日回数と消費動向の関係について」 

注：訪問率は、旅行者が各都道府県を訪れた割合。地方は、都道府県のうち、千

葉県・埼玉県・東京都・神奈川県・愛知県・京都府・大阪府・兵庫県以外。 

注：数値は延べ訪問率であり 100%を超えることがある。 



 

４．食料供給の変化 

（１）食料自給率の推移 

 
 
 
 

 

 

 

（２）世界の食料需要見通し 

 
 

 

 
出典：農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し 世界の超長期食料需給予測システムによる予測結果」 
注１：穀物は、小麦、米、とうもろこし、大麦及びソルガムの合計。油糧種子は、大豆、菜種、パーム及びひまわりの合

計。砂糖作物はサトウキビ及びテンサイの合計。畜産物は牛肉、豚肉、鶏肉及び乳製品の合計。 
注２：基準年次の 2010年値は、毎年の気象変化等によるデータの変動影響を避けるため、2009年から 2011年の 3カ年
平均値。 

注３：2015年値は、USDAの PSDにおける 2014年から 2016年の 3カ年平均の実績値を基に算出した参考値。 

(％) 

 我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきたが、近年では、ほぼ横ばいである。 
 供給熱量自給率の低下は、米の消費量が減少する一方で、飼料や原料を海外にする畜産物や油脂
類の消費量増加が主な要因。 

(年度) 

食料自給率の推移 

 世界の食料需要量は、2050年には 2010年比 1.7倍（58.17億トン）となる。 

出典：農林水産省「食料需給表」より作成 
注：1960年以降 5年おきの数値を示すが、最新の数値は 2017年度。 

世界全体の品目別食料需要量の見通し 



 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

出典：農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し 世界の超長期食料需給予測システムによる予測結果」 
注：気候変動の前提として、2010年から 2050年にかけて世界の平均気温が 2℃程度上昇するシナリオにより予測 
  

地域別の主要４作物の需給状況の見通し（小麦、米、とうもろこし、大豆の計） 

 人口増加と経済発展により 2050 年の世界の食料需要量は 2010 年比 1.7 倍となる。特に、低所
得国の伸びが大きい。 

 食料需要の増加に対応して、穀物の生産量は 2010 年比 1.7 倍、油糧種子は 1.6 倍に増加する。
農地の制約から各作物の収穫面積の伸びは小さく、生産量の増加は主に単収の増加により達成さ

れる（世界の農地面積は 0.73億 ha拡大し、16.11億 haとなる）。 
 アフリカ、中東、アジアでは、人口増加等により輸入量が増加する。 
 我が国の主要農作物の輸入先である北米、中南米、オセアニア、欧州では、生産量、純輸出量が
更に増加する。 

 多くの農作物を輸入する我が国としては、国内生産の増大を図りつつ、日頃から世界の農作物の
需給状況や見通し等の情報を幅広く収集する必要がある。 



 

５．木材供給の変化 

（１）国内の森林および林業の状況 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 森林面積の合計は横ばいである（国土の約 7割）。1960-80年代に人工林の割合が拡大（1966年
793万 haから 1986年 1022万 ha）した。一方で、人工林・天然林ともに森林蓄積は増加してお
り、特に人工林で著しく増加している（1966年 558百万m3から 2017年 3308百万m3）。 

 国産材供給量と木材自給率は長期的に減少傾向にあったが、2000 年代後半からともに増加して
いる（木材自給率は 1955年 96.1%、1973年 37.2%、2000年 18.9%、2018年 36.6%）。 

 林業従事者数は、1980年から2015年にかけて、長期的に減少傾向で推移している。このうち、
育林従事者は長期的に減少傾向で推移している一方で、伐木・造材・集材従事者は近年増加し

ている。 
 「2015年農林業センサス」によると、林業経営体の素材生産の労働生産性は、前回のセンサス
（2010年）から18％上昇し、2.7㎥/人・日となり、林業経営体の生産性は上昇傾向にある。し
かし、欧米諸国と比べると低水準である（平成30年度「森林・林業白書」）。 

出典：林野庁「森林資源の現況」より作成。 出典：林野庁「森林資源の現況」より作成。 

出典：林野庁「木材需給表」より作成。 
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林業従事者数の推移 

 
    出典：平成 30年度「森林・林業白書」 

 
 
（２）世界の森林および木材輸入の状況 

 

 

 
  

 世界の森林面積は 1990年から 2017年にかけて減少（1990年 4,128百万 haから 2017年 3,999
百万 ha）。アフリカ・アメリカ大陸で減少が著しい。 

 近年、アジアにおいて産業用丸太輸入量が急激に増加している（2010年 53,066千m3から 2018
年 76,192千m3）。 
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出典：FAOSTAT「Forest Land」より作成。 出典：FAOSTAT「Forestry Production and Trade」 
より作成。 



 

６．エネルギー供給の変化 

（１）一次エネルギー供給量の推移 

 
 
 

 

 

 

（２）一次エネルギー国内供給構成及び自給率の推移 

 
 
 
 
 

 

 

 我が国のエネルギー自給率は、高度経済成長期に石油が大量に輸入されるようになったこと
を機に大幅に低下した。 

 近年、再生可能エネルギー（水力発電を除いた、太陽光、風力、地熱、バイオマス等）の導入
が進んでいるが、全体の 1割には達していない。 

一次エネルギーの国内供給構成及び自給率の推移 

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書 2018」 
注１：エネルギー自給率（％）＝国内算出／一次エネルギー供給×100 
注２：1989年度以前は IEA「World Energy Balances 2017 Edition」、1990年度以降は資源エネルギー庁「総合エ
ネルギー統計」を基に作成 

(年度) 

一次エネルギー供給量の推移 

 我が国のエネルギー需要は、高度経済成長期以降、急速に増大した。 
 一次エネルギーの供給は、海外からの輸入に大きく依存している。 

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成 
注：1963～1989年は昭和 63年度改訂の「総合エネルギー需給バランス（簡約表）」、1990～2003年は 
平成 12年度改訂の「エネルギーバランス表（簡易表）」、2004～2018年は平成 29年度改訂の同表による。 

輸入 
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７．水産物供給の変化 

（１）国内生産量及び自給率の推移 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(％) 
食用魚介類の国内生産量及び自給率の推移 

(万トン) 

(年度) 

出典：農林水産省「食料需給表」より作成。 
注１：最新の数値は 2017年度。 
注２：自給率（％）＝（国内生産量÷国内消費仕向量）×100 

 我が国の漁業生産量は 1984年をピークに減少傾向にある。遠洋漁業の生産量は 1973年、沿岸・
沖合漁業の生産量は 1980年代がピーク。 

 食用魚介類自給率は、長期的に低下傾向で推移してきたが、近年では、ほぼ横ばいである。 
 水産物輸入量は 2002年にピークとなった後、国際的な水産物需要の高まりや国内消費の減少等
により、おおむね減少傾向で推移している。 

 1980年から、漁業就業者数は一貫して減少傾向にある。 
 漁業者 1人当たりの漁業生産量は、1988年のピークを境に 2002年まで減少し、その後 2015年
にまでおおむね微増又は横ばい傾向にある。 

国内生産量 

輸入量 

自給率 

出典：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」より作成。 
注１：最新の数値は 2017年。 
注２：1980年代以降の急速な減少は、沖合漁業のうち、まき網漁業によるマイワシの漁獲量の
減少によるものであり、これは海洋環境の変動の影響を受けて資源量が減少したことが

主な要因である（H29水産白書）。 

遠洋漁業 

沖合漁業 

沿岸漁業 

海面養殖業 

内水面漁業・ 

養殖業 

1984 年に生産量ピーク 

1,282 万トン 

(年) 

漁業部門別生産量の推移 (万トン) 



 

漁業就業者数の推移        漁業就業者一人当たりの漁獲量（生産性）の推移 

     
出典：e-stat政府統計の総合窓口「漁業就業動向調査」及び「海面漁業生産統計調査」に基づき作成。 

 

 

（２）世界の漁業・養殖業生産量および水産物消費量の推移 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

世界の漁業・養殖業生産量の推移 
(万トン) 

(年) 

海面漁船漁業 

内水面漁船漁業 

海面養殖業 

内水面養殖業 

出典：日本は農林水産省「漁業・養殖業生産統計」、日本以外は FAO
「Fishstat (Capture Production, Aquaculture Production)」より作成。 
注：最新の数値は 2017年。 

 世界の漁業・養殖業生産量は増加し続けている。このうち、漁船漁業生産量は 1980年代後半
以降に横ばい傾向となっている一方で、養殖業生産量は増加している。 

 漁船漁業生産量は、主に中国、インドネシア等のアジアの新興国をはじめとする開発途上国
で増大している。 

 世界の１人当たりの食用水産物の消費量は、過去 50 年で約 2 倍に増加しており、特に生活
水準が向上しているアジア・オセアニア地域では、顕著に増加している。国別では、中国が

過去 50年で約 8倍、インドネシアが約 3倍となるなど、新興国を中心とした伸びが目立つ。
我が国は近年減少傾向である。 



 

 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：日本は農林水産省「漁業・養殖業生産統計」、

日 本 以 外 は FAO 「 Fishstat (Capture 
Production)」より作成。 

注：最新の数値は 2017年。 
 

世界の漁船漁業生産量の国別推移 地域別の１人１年当たり食用魚介類消費量の推移 

(粗食料ベース) 

 

(年) 

(万トン) 

(年) 

出典：FAO「FAOSTAT (Food Balance sheets)」よ
り作成。 

注１：粗食料とは、廃棄される部分も含んだ食用魚介

類の数量。 
注２：最新の数値は 2013年。 
 

主要国・地域の１人１年当たり食用魚介類消費量の推移 

(粗食料ベース) 

出典：日本は農林水産省「食料需給表」、日本以外は FAO「FAOSTAT 
(Food Balance sheets)」より作成。 

注１：粗食料とは、廃棄される部分も含んだ食用魚介類の数量。 
注２：1961年以降 5年おきの数値を示すが、最新の数値は 2013年。 
 

(kg／人年) 

(kg／人年) 



 

人口動態 

１．日本の人口推移 

 
 
 
 

日本の総人口の推移 

 
 

日本の年齢階層別人口および生産年齢人口比率・高齢化率の推移 

 
  

(人口、千人) (生産年齢人口比率・高齢化率、％) 

(推計) 

高齢人口 

（65歳以上） 

生産年齢人口 

（15～64歳） 

若年人口 

（0～14歳） 

2008年にピーク 

128,084千人 

2050年（高位推計） 

106,065千人 

2050年（低位推計） 

98,172千人 

2050年（中位推計） 

101,923千人 

(推計) 

 我が国の総人口は、2008年をピークに、2050年には 1968年程度の水準に戻る可能性がある。 
 年齢階層別に見ると、2015年から 2050年にかけて、生産年齢人口比率は約 61%から約 50%へ
下降するのに対し、高齢化率は約 27%から約 38%へ上昇する。 

(千人) 

(年) 

出典：総務省「国勢調査」、2015年からは国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年
推計）」より作成。 

1968年 

101,331千人 

高齢化率 

生産年齢人口比率 

(年) 

出典：同上。 



 

２．世界の人口推移 

 
 
 
 

総人口の推移（世界、日本） 

 
出典：日本は、総務省「国勢調査」、2015 年からは国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推
計）」、世界は、United Nations “World Population Prospects 2019”より作成。 

 
 

    
出典：United Nations “World Population Prospects 2019”より作成。  

(日本の人口、億人) (世界の人口、億人) 

(推計) 

世界 

 世界全体の人口は 2015年時点で 73.8億人であるが、2050年まで増加の一途をたどる。 
 2018年と 2050年の人口の順位を比較すると、日本は 10位から 17位に下がる。 
 2050年はインドが約 16.4億人で１位となり、アフリカ諸国でも人口増加が見込まれる。 

(千人) (千人) 
2018 年 2050 年 

日本 

(年) 

総人口上位 20国 



 

３．都市と地方の人口推移の比較 

 
 
 
 
 

都市と地方の人口の推移（1970年を 100とする指数） 

 
出典：総務省「国勢調査」、2015年からは国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」
より作成。 
注：本資料における圏域区分については、後述のとおり。 

 

 
出典：国土交通省「国土の長期展望専門委員会（第１回）」資料を一部改変。 
注：2015年国勢調査時点の居住地域は国土の約５割である。  

(推計) 

 人口減少幅は地方圏が最も大きい。 
 2050年には、現在の居住地域の 18.7%が無居住化し、大都市以外では人口が減少する。 
 三大都市圏では 2015年頃、東京圏でも 2020年頃をピークに人口が減少する。 

(年) 

東京圏 

三大都市圏 

名古屋圏 

全国 

大阪圏 

地方圏 



 

４．地方から都市への人口移動（転入超過者数の推移） 

 
 
 
 
 

地方から都市への人口移動（転入超過者数の推移） 

 
出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」より作成。 
 
注：本資料における圏域区分は以下の通りである。 
・東京圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県 
・大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県 
・名古屋圏：愛知県、三重県、岐阜県 
・三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏 
・地方圏：三大都市圏以外の都道府県 
・太平洋ベルト地帯：三大都市圏に加えて静岡県、滋賀県、岡山県、広島県、山口県、福岡県 

 

 

  

 高度経済成長期（1950～60年代）には地方から都市（太平洋ベルト地帯・三大都市圏）に大規
模な人口移動が生じた。 

 石油ショック（1973年）後にいったん鎮静化するが、1980年代以降は三大都市圏のうち東京圏
だけが転入超過で推移し、地方圏からの人口移動は続いている。 

(年) 

https://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/trade.html


 

貿易 
 

１．貿易量（輸出額等）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
日本の輸出及び輸入額の推移       日本の食料品の輸出及び輸入額の推移 

   
出典：主要国・地域別 長期貿易統計より作成（https://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/trade.html） 

 
日本の木材輸入量の推移 

 
出典：木材需給表より作成（https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuzai_zyukyu/） 

 我が国の 1960年から 2018年にかけての輸出及び輸入額はおおむね増加傾向である。食料品の
輸入額は増加傾向にある。木材（丸太、木材製品等を含む）の輸入量は、1996年までおおむね
増加傾向であり、その後は低下し、最近 5年はおおむね横ばいである（木材自給率は 2000年代
後半から増加傾向）。 

 世界レベルでも、輸出額は 1960 年から 2018 年にかけて増加している。輸出量指数（export 
volume index。前年を 100とした場合の輸出量。）も 100以上の値を示す年がおおむね多くな
っていることから、輸出量も年々増加傾向にあるといえる。 



 

世界の全商品輸出総額の推移          世界の産品別輸出額の推移 

    
 

輸出指数の変動 

 
出典：WTOデータベース（https://data.wto.org/）より作成 

  



 

２．エコロジカル・フットプリント 
 

 
 

 
 
 
 

 

国別一人当たりのエコロジカル・フットプリント（2014年） 

* 1人当たりの食料・燃料・木材・繊維の消費と、二酸化炭素等の汚染量から算出される指標で、資源消費量の大きさを示

している。 

 
出典）Living Planet Report 2018, WWF 
 
地球規模および日本のエコロジカル・フットプリントとバイオキャパシティ（2014年） 

 地球規模 日本 
エコロジカル・フットプリント 206億 6億 
バイオキャパシティ 121億 0.8億 
エコロジカル・フットプリント（一人当たり） 2.82 4.71 
バイオキャパシティ（一人当たり） 1.67 0.61 
 出典：Global Footprint Network 

注：単位はグローバルヘクタール（gha：資源を生産し、廃棄物を吸収する能力の世界平均値をもつ陸地水域 1ha） 

 

 
 

 我が国の一人あたりのエコロジカル・フットプリントは 4.7gha（世界で 42位）で、世界平均の
約 1.7倍である。 

 我が国の一人あたりのエコロジカル・フットプリントは、我が国の生産可能量（バイオキャパシ
ティ）の約 7.7倍で、持続可能な水準を超えている。 

 エコロジカル・フットプリントのうち海外からの輸入分は我が国のバイオキャパシティの約 3.1
倍であり、海外に大きく依存している。 



 

 

日本の消費にかかるエコロジカル・フットプリント      うち海外からの輸入分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Global Footprint Network, 2018: National Footprint Accounts, 2018 Edition.より作成 
注：我が国の輸入分も含めた資源消費量を、それぞれ「耕作地」「牧草地」「森林地」「漁場」「生産阻害地」「二酸化炭素

吸収地」として土地面積に換算して計算したもの。 
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３．バーチャルウォーター 

 
 我が国に輸入されたバーチャルウォーター量（食料、畜産物、木材等を輸入国が自国で生産す
ると仮定した場合に必要な水の量）は、2005年は約 800 億立方メートル2で、これは国内で使

用される年間水使用量と同程度である。 

 自国の消費のための水利用の国外依存度で、日本の 1051％は群を抜いている。 
 我が国は自国の消費のための水利用量のうち、9.5%しか自国でまかなっておらず（平均は約

60％）、特にアメリカ、中国への依存度が高い。 
 
消費のための水利用の国外依存度（消費ベース水利用量／自国の消費のための自国での水利用量） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：佐藤, 2015: 水資源の国際経済学, 慶應義塾大学出版. 

 
 

自国の消費のための各国水資源の利用割合（上：各国平均、下：日本） 

 

 
出典：京都大学, 2014: 国際貿易の影響を勘案した持続可能性指標 の在り方に関する調査研究（ 平成２５年度内閣府経

済社会総合研究所委託調査） 

                                                   
2 環境省等の試算（https://www.env.go.jp/water/virtual_water/） 

 

 

https://www.nature.com/articles/nature11145
https://www.nature.com/articles/s41559-016-0023


 

４．サプライチェーンによる生物多様性への脅威3 

 

 
 
 

輸出入による生物多様性の脅威 

 
出典：M. Lenzen, D. Moran, K. Kanemoto, B. Foran, L. Lobefaro, Geschke : International trade drives biodiversity 

threats in developing nations, NATURE, VOL486, 7, JUNE2012 

 

日本の消費によって生物多様性が脅かされているホットスポット  

 
出典：Daniel Moran and Keiichiro Kanemoto : Identifying species threat hotspots from global supply chains, nature 

ecology & evolution, VOL1, JANUARY 2017 

                                                   
3 財・サービスと消費者とを結ぶサプライチェーンによる絶滅危惧種への影響の数値化・地図化した金本圭一朗氏らの研
究。2012年発表の研究では、多国間産業連関表と IUCNレッドリスト種を組み合わせることで、サプライチェーンを通
した生物多様性への影響を国家間レベルで数値化。2017年発表の研究では、同研究をより詳細な地域レベルに発展さ
せ、ある国の消費が絶滅危惧種に与えるリスクを世界地図上に濃淡で視覚化した。 
https://www.nature.com/articles/nature11145 (2012)  https://www.nature.com/articles/s41559-016-0023 (2017) 

 我が国の輸入によって生じる種の絶滅リスクは輸出によって生じる絶滅リスクを大幅に上回る。 
 我が国の消費は世界各国で種を絶滅の危機にさらしており、特に東南アジアでその影響が局所的に
大きい｡ 

リスクが高いほど 

陸域では濃い紫色 

海域では黄色 



 

技術革新 

１．単位面積当たりの収量の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）日本の単収の推移 

<食料自給率の高い作物> *H29年度の自給率 米：96％ サツマイモ：94％ 

  

 
<食料自給率の低い作物> *H29年度の自給率 大豆：7％ 小麦：14％ 

  
 
出典：農林水産省 作物統計より作成 

 
  

 我が国の単収は多くの作物で長期的には増加傾向。作付面積は大幅に減少。 
→食料自給率を上げるためには、作付面積の拡大、単収の向上、担い手の規模拡大、1 人当たり

の労働生産性を高めること等が必要とされる（食料・農業・農村基本計画）。 

 海外と比較すると、我が国の単収の伸び率は低い。特に自給率の低い、大豆や小麦では最も多い
国の半分以下である。 

→地球規模では、農地の拡大には限界があるため、単収の増加による生産量の拡大が見込まれる

（農林水産省「2050 年における世界の食料需給見通し 世界の超長期食料需給予測システムに
よる予測結果」）。 


